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完全失業率の推移
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復帰後は全国平均を常に上回る高水準で推移



有効求人倍率の推移
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全国より低空飛行が続く有効求人倍率



年齢階級別完全失業率の推移

年齢階級別完全失業率（平成２３年平均）
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3

若年層（15～29歳）の割合が非常に高い

資料出所：沖縄県「労働力調査」



男女別完全失業率の推移
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4資料出所：沖縄県「労働力調査」

平成１５年以降男女差が明確化



0

10000

20000

30000

40000

50000

60000

70000

80000

平成17年 平成18年 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年 平成23年

医療、福祉 情報通信業 サービス業
卸売業、小売業 宿泊業、飲食サービス業 建設業
製造業 運輸業、郵便業 その他

69,859

73,798

65,966

55,600

51,443

58,173

12.9
22.921.619.617.6

12.0

21.2

22.525.1

26.7

14.6

8.4
8.1

24.6

12.5

9.610.811.2

12.0

11.7.

13.4

10.0

12.5
11.2

12.2

9.6
9.0

10.5
13.0 10.6

11.1

8.8

9.2

9.1

8.2

8.3

8.6

20.8

7.8

8.6

7.9

8.7

12.0

4 .9

5 .9

10.4

5 .7

6.9

9.2

4 . 4

5 .9

20.0

19.7

4 . 6

5 .7

3 . 3

4 . 7

4 . 7

3 . 9

3 . 9

3 .3

2 .7

3 . 6

（ 人 ： ％ ）

産業別新規求人割合の推移

医療、福祉

情報通信業

資料出所：沖縄労働局

62,975

5

医療・福祉、情報通信業で増加



県外就職の推移
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6

リーマンショック以降大幅に減少、雇用の回復が弱い



非正規労働者の割合
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（注）①（ ）は、平成14年 ②若年者とは、15～34歳の者

資料出所：総務省「平成19年就業構造基本調査」 7

労働者の約３人に１人が非正規労働者（パート・派遣・有期等）
沖縄県は全国一、しかも若年者は約2人に1人が非正規



新規大卒無業者率の推移
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8

全国平均の2倍以上で推移

資料出所：文部科学省「学校基本調査」
※23.3月卒は速報値



大卒就職者の離職率

9

就職後3年以内に43.7%が離職（平成２０年度）

新規大卒者就職3年目までの離職率
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資料出所：厚生労働省「新規大学卒業就職者の都道府県別離職状況」



高校・大学別就職内定率の推移（3月末現在）

10

大卒者の内定率は6割前後で推移

資料出所：沖縄労働局
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資料出所：沖縄総合事務局「構造的失業（労働条件のミスマッチ等）の改善に向けた基礎調査」(平成20年） 11

求職の理由
勤務先への不満から離職した者が多い



最低賃金の推移

12

岩手、高知県と同額の全国最下位（平成２３年）

資料出所：沖縄労働局
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個別労働紛争解決制度施行状況の推移
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資料出所：沖縄労働局

相談件数は高止まり傾向

労働局長の助言・指導、あっせんは増加傾向


